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事業評価一覧

A B C D 頁

基本
目標

1 ともに考える 男女共同参画社会をめざす意識づくり

方針 1

施策 1 3 2 0 0 3

施策 2 4 3 0 0 5

方針 2

施策 1 幼稚園、保育園、学校などにおける男女平等教育の推進 1 4 0 0 7

施策 2 男女共同参画を理解するための学習機会の提供 3 1 0 0 9

基本
目標

2 ともに参画する 男女共同参画の社会づくり

方針 1

施策 1 0 2 0 0 11

施策 2 防災、被災時、災害復興時の女性参画の推進 1 1 0 0 12

施策 3 事業所、各種団体等における女性参画の推進 1 4 0 0 13

方針 2

施策 1 地域における男女共同参画の推進 1 2 0 1 15

施策 2 家庭における男女共同参画の推進 1 4 0 0 17

方針 3

施策 1 農業や自営業における女性の就業環境の整備 0 5 0 0 20

施策 2 職場における女性の就業環境の整備 1 4 0 0 22

施策 3 女性の再就職と継続就業のための支援 3 4 0 0 24

基本
目標

3 ともに暮らす 男女共同参画の環境づくり

方針 1

施策 1 男女がともに働きやすい労働環境の整備 1 4 0 0 27

施策 2 多様なライフスタイルに対応した子育て・介護支援の充実 2 10 0 0 29

方針 2

施策 1 男女への健康支援 10 1 0 1 36

施策 2 性差に応じた健康支援 4 1 0 0 41

方針 3

施策 1 暴力の根絶に向けた意識啓発 1 1 0 0 44

施策 2 被害者の自立支援対策の推進 2 0 0 0 45

施策 3 相談体制の充実 2 2 0 0 46

施策 1 推進体制の整備 1 1 0 0 48

施策 2 市民、事業所、各種団体、関係機関との連携協力 0 2 0 0 49

施策 3 市役所内における男女共同参画の推進 3 4 0 0 50

施策 4 計画の推進状況の調査と公表 0 1 0 0 54

計　　【110事業】 45 63 0 2

※評価について：評価は担当者による自己評価です。「企画・立案」、「実施」、「課題
ニーズの把握」、「その他」の４つの項目に分け、どの項目において男女共同参画の視
点を取り入れたか、その項目数で評価をしている。4～3はＡ、2～1はＢ、事業は行った
が視点を取り入れていない場合はＣ、事業未実施はＤ評価としている。

男女共同参画の啓発

社会制度・慣行・しきたりの見直しの啓発

市の各種審議会等への女性参画の推進

あらゆる分野における政策・方針決定過程への女性参画の推進

女性の就業環境の整備

仕事と家庭生活や地域活動が両立できる環境の整備

生涯にわたる健康支援

基本目標・方針・施策

女性に対するあらゆる暴力の根絶

男女共同参画の理解の推進

男女共同参画の視点に立った教育・学習の推進

計画の総合的な推進

地域・家庭における男女共同参画の推進
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1 ともに考える 男女共同参画社会をめざす意識づくり
1 男女共同参画の理解の推進
1 男女共同参画の啓発

事業費：単位　千円

B

A

A

地域振興課
事業費 評価ポイント

27年度実施状況

2 男女共同参
画に関する
講座や講演
会など実施
します

27年度同様 0

担当課
次年度計画
内容 事業費

対　象

地域振興課

2 男女共同参
画に関する
講座や講演
会などを実
施します

・3ヶ月に1回広報に男
女共同参画に関するコ
ラムを掲載。
・ホームページを利用
した情報提供。

基本目標
方　　針
施　　策

内容
具体的事業

80 防災や介
護、健康講
座等につい
て開催予
定。

100

地域振興課

時　期 12月、1月

時　期 10月18日
対　象

市民
男女ともに働き方の見
直しや、男性の家事・
育児参画についてな
ど、ワークライフバラ
ンスをテーマに、2回連
続講座を開催した。
■参加人数
・第１回　41人
　（男20人・女21人）
・第２回　16人
　（男5人・女11人）

市民
・市民による実行委員
の企画運営で実施し
た。
・森永卓郎先生を講師
に講演会を開催。燕・
弥彦PTA連絡協議会と共
催。
■参加人数　530人

事業名 つばめ「女と
男」ふれ愛フェ
スタ

実行委員会
でテーマを
決めて、従
来の内容の
見直しも含
め企画運営
を検討す
る。

300
・実行委員会では男
女が委員になり、フェ
スタの企画運営を
行った。
・大勢の方が来場し
やすいよう休日に開
催した。
・来場者に男女共同
参画の意識について
アンケートを行い、男
女別に集計した。

事業名 地域セミナー
・男女にとって重要で
あるワーク・ライフ・バ
ランスの推進をテー
マに行った。
・事業所からワーク・
ライフ・バランスに取
り組んでもらうため、
市内企業に案内し出
席を働きかけた。
・アンケートの結果か
ら、男女ともに働き方
の見直しや男性の家
事・育児参画につい
て意識啓発が図られ
た。

700

・女性の相談窓口や
ハッピー・パートナー
企業など様々な分野
に関連した男女共同
参画について掲載し
た。
・男女共同参画につ
いて学ぶ機会として
講演会やセミナーの
情報を掲載した。

1 広報媒体を
利用して男
女共同参画
に関する情
報を提供し
ます

事業名 広報つばめやＨ
Ｐを利用した啓
発

0

時　期
対　象

通年
市民
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1 ともに考える 男女共同参画社会をめざす意識づくり
1 男女共同参画の理解の推進
1 男女共同参画の啓発

事業費：単位　千円

事業費 評価ポイント
27年度実施状況

担当課
次年度計画
内容 事業費

基本目標
方　　針
施　　策

内容
具体的事業

A

B 地域振興課27年度同様

2 男女共同参
画に関する
講座や講演
会など実施
します

社会教育課

時　期 1月31日
対　象 市民
身体的にも心理的にも
大きく変化する思春期
の、不安定になりがち
な親子双方の心の変化
について、発達心理学
の面からお話しいただ
いた。
「子ばなれ・親ばなれ
と心のきずな～思春期
の親子関係を考える
～」
講師：佐藤朗子さん
■参加人数　24人
（男6人・女18人）

25 男女共同参
画における
課題やニー
ズを反映し
た講座を開
催する。

25

3 各施設を通
じて男女共
同参画に関
する情報を
提供します

0

市民
庁舎内や各公共施設に
ポスターの掲示やチラ
シの配布を依頼。

時　期 通年
対　象

事業名 情報提供
・男女共同参画に関
連した情報を提供。
・女性のための総合
相談のPRチラシを設
置。

0

事業名 若者自立支援推
進講演会 ・講座タイトル・チラ

シ・ポスターにおいて
性別による固定的な
役割分担を表すよう
な表現をしないよう配
慮した。
・参加しやすい日程を
設定した。
・アンケートにより男
女別の感想・要望等
を把握している。
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1 ともに考える 男女共同参画社会をめざす意識づくり
1 男女共同参画の理解の推進
2 社会制度・慣行・しきたりの見直しの啓発

事業費：単位　千円

B

A

A

基本目標
方　　針
施　　策

具体的事業
27年度実施状況 次年度計画

担当課
内容 事業費 評価ポイント 内容 事業費

4 【再掲】広
報媒体を利
用して男女
共同参画に
関する情報
を提供しま
す

0 27年度同様事業名 広報つばめやＨ
Ｐを利用した啓
発

・女性の相談窓口や
ハッピー・パートナー
企業など様々な分野
に関連した男女共同
参画について掲載し
た。
・男女共同参画につ
いて学ぶ機会として
講演会やセミナーの
情報を掲載した。

0 地域振興課

時　期 通年
対　象 市民
・3ヶ月に1回広報に男
女共同参画に関するコ
ラムを掲載。
・ホームページを利用
した情報提供。

5 【再掲】男
女共同参画
に関する講
座や講演会
など実施し
ます

700 実行委員会
でテーマを
決めて、従
来の内容の
見直しも含
め企画運営
を検討す
る。

事業名 つばめ「女と
男」ふれ愛フェ
スタ

・実行委員会では男
女が委員になり、フェ
スタの企画運営を
行った。
・大勢の方が来場し
やすいよう休日に開
催した。
・来場者に男女共同
参画の意識について
アンケートを行い、男
女別に集計した。

300 地域振興課

時　期 10月18日
対　象 市民
・市民による実行委員
の企画運営で実施し
た。
・森永卓郎先生を講師
に講演会を開催。燕・
弥彦PTA連絡協議会と共
催。
■参加人数　530人

5 【再掲】男
女共同参画
に関する講
座や講演会
など実施し
ます

80 防災や介
護、健康講
座等につい
て開催予
定。

事業名 地域セミナー
・男女にとって重要で
あるワーク・ライフ・バ
ランスの推進をテー
マに行った。
・事業所からワーク・
ライフ・バランスに取
り組んでもらうため、
市内企業に案内し出
席を働きかけた。
・アンケートの結果か
ら、男女ともに働き方
の見直しや男性の家
事・育児参画につい
て意識啓発が図られ
た。

100 地域振興課

時　期 12月、1月
対　象 市民
男女ともに働き方の見
直しや、男性の家事・
育児参画についてな
ど、ワークライフバラ
ンスをテーマに、2回連
続講座を開催した。
■参加人数
・第１回　41人
　（男20人・女21人）
・第２回　16人
　（男5人・女11人）
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1 ともに考える 男女共同参画社会をめざす意識づくり
1 男女共同参画の理解の推進
2 社会制度・慣行・しきたりの見直しの啓発

事業費：単位　千円

基本目標
方　　針
施　　策

具体的事業
27年度実施状況 次年度計画

担当課
内容 事業費 評価ポイント 内容 事業費

A

B

B

A

5 【再掲】男
女共同参画
に関する講
座や講演会
など実施し
ます

25 男女共同参
画における
課題やニー
ズを反映し
た講座を開
催する。

事業名 若者自立支援推
進講演会 ・講座タイトル・チラ

シ・ポスターにおいて
性別による固定的な
役割分担を表すよう
な表現をしないよう配
慮した。
・参加しやすい日程を
設定した。
・アンケートにより男
女別の感想・要望等
を把握している。

25 社会教育課

時　期 1月31日
対　象 市民
身体的にも心理的にも
大きく変化する思春期
の、不安定になりがち
な親子双方の心の変化
について、発達心理学
の面からお話しいただ
いた。
「子ばなれ・親ばなれ
と心のきずな～思春期
の親子関係を考える
～」
講師：佐藤朗子さん
■参加人数　24人
（男6人・女18人）

6 【再掲】各
施設を通じ
て男女共同
参画に関す
る情報を提
供します

0 27年度同様事業名 情報提供
・男女共同参画に関
連した情報を提供。
・女性のための総合
相談のPRチラシを設
置。

0 地域振興課

時　期 通年
対　象 市民
庁舎内や各公共施設に
ポスターの掲示やチラ
シの配布を依頼。

7 市の刊行物
において、
男女共同参
画の視点を
持った表現
に努めます

0 27年度同様事業名 刊行物への配慮
・固定的性別役割分
担意識を助長するよ
うな表現をしないよう
に配慮した。

0 地域振興課

時　期 通年
対　象 市職員
各課において作成する
広報、チラシ、ポス
ター、パンフレット、
その他刊行物を作成す
る際に性別による役割
分担意識に配慮してい
るかどうか留意する。

8 男女共同参
画に関する
情報収集や
調査を行い
ます

521 燕市第３次
男女共同参
画推進プラ
ンを策定す
る。

事業名 市民・市職員意
識調査及び事業
所調査を実施

679 地域振興課

時　期 11月・12月

市民・市職員及び市内
事業所に男女共同参画
に関する意識調査を
行った。

対　象 市民・市職員・
市内事業所

・調査項目を燕市男
女共同参画推進審議
会と検討した。
・燕市第３次男女共
同参画推進プラン策
定のため、現状と課
題、市民意識の把握
に努めた。
・男女別、年齢別等
に集計し、先回調査
と比較を行い、報告
書を作成した。

6



1 ともに考える 男女共同参画社会をめざす意識づくり
2 男女共同参画の視点に立った教育・学習の推進
1 幼稚園、保育園、学校などにおける男女平等教育の推進

事業費：単位　千円

B

B

A

B

基本目標
方　　針
施　　策

具体的事業
27年度実施状況 次年度計画

担当課
内容 事業費 評価ポイント 内容 事業費

9 児童生徒に
対して人権
教育や男女
平等の性教
育等を指
導・推進し
ます

0 ・人権教育
の推進
・性教育の
実践

・人権教育の一環とし
て、男女共同参画を
ひとつの柱としていく
ことを確認した。
・研修や授業の中で
男女共同参画の視点
を取り入れた。
・事業の性格上、男
女別のデータ等は
とっていない。

事業名 児童生徒への人
権教育等の推進

0 学校教育課

時　期 通年
対　象 児童生徒
・教職員研修講座の中
で人権教育を推進。
・キャリア教育全体計
画の作成。
・職場体験学習
・情報交換会の設定
・性教育計画の立案と
授業の実践。

10 保護者や教
職員等に対
して男女共
同参画につ
いて情報を
発信した
り、研修を
行ったりし
ます

0 男女共同参
画教育に関
する情報等
を学校たよ
り等により保
護者に発
信。

事業名 男女共同参画に
かかる情報発信
及び研修

・校長会、教頭会で男
女共同参画について
機会を捉えて啓発し
たり触れたりするよう
指導した。
・各学校で男女共同
参画を意識した取組
を実施した。
・事業の性格上、男
女別のデータとはとっ
ていない。

0 学校教育課

時　期 通年
対　象 教職員、保護者
男女共同参画教育に関
する情報等を学校たよ
り等により保護者に発
信。

11 保護者や教
職員等が参
画しやすい
職場・学校
環境を整備
し、ミドル
リーダー
（主任クラ
ス）の育成
をめざしま
す

0 ・ミドルリー
ダーの育成
・参画しやす
い職場環境
と学校運営
の推進

事業名 職場･学校環境
の整備とミドル
リーダーの育成

・校長会、教頭会で性
別による分掌等での
役割の固定化がない
よう指導した。
・各学校での役職の
把握。
・学校訪問等で学校
の現状の把握に努め
た。

0 学校教育課

時　期 通年
対　象 教職員
・ミドルリーダーの育
成
・参画しやすい職場環
境と学校運営の推進

12 保育者や保
護者へ男女
共同参画に
関する情報
を提供しま
す

0 27年度同様事業名 職員研修
個性を大切にした保
育園運営に取り組ん
でいる。

0 子育て支援課

時　期 随時
対　象 職員（保育士）
研修に参加することに
より、性別にとらわれ
ることなく、個性を大
切にした保育のあり方
を学び、保育運営にい
かしている。
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1 ともに考える 男女共同参画社会をめざす意識づくり
2 男女共同参画の視点に立った教育・学習の推進
1 幼稚園、保育園、学校などにおける男女平等教育の推進

事業費：単位　千円

基本目標
方　　針
施　　策

具体的事業
27年度実施状況 次年度計画

担当課
内容 事業費 評価ポイント 内容 事業費

B13 男女ともに
参画しやす
い保護者会
活動を推進
します

0 男性保護者
が参加しや
すい休日の
行事につい
ては、積極
的に参加を
呼び掛けて
いく。

事業名 保護者会・PTA
役員会 運動会、夕涼み会等

の保育園行事の役員
を決める際、男性保
護者に協力を呼びか
けた。

0 子育て支援課

時　期 随時
対　象 保育園・幼稚園

の保護者

ＰＴＡ・保護者会役員
などに男女がバランス
よく参画してもらえる
よう働きかけます。
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1 ともに考える 男女共同参画社会をめざす意識づくり
2 男女共同参画の視点に立った教育・学習の推進
2 男女共同参画を理解するための学習機会の提供

事業費：単位　千円

A

A事業名 地域セミナー
・男女にとって重要で
あるワーク・ライフ・バ
ランスの推進をテー
マに行った。
・事業所からワーク・
ライフ・バランスに取
り組んでもらうため、
市内企業に案内し出
席を働きかけた。
・アンケートの結果か
ら、男女ともに働き方
の見直しや男性の家
事・育児参画につい
て意識啓発が図られ
た。

男女ともに働き方の見
直しや、男性の家事・
育児参画についてな
ど、ワークライフバラ
ンスをテーマに、2回連
続講座を開催した。
■参加人数
・第１回　41人
　（男20人・女21人）
・第２回　16人
　（男5人・女11人）

80 100 地域振興課

基本目標
方　　針
施　　策

具体的事業
27年度実施状況 次年度計画

担当課
内容 事業費 評価ポイント 内容 事業費

対　象 市民

防災や介
護、健康講
座等につい
て開催予
定。

実行委員会
でテーマを
決めて、従
来の内容の
見直しも含
め企画運営
を検討す
る。

300

14

時　期 12月、1月

【再掲】男
女共同参画
に関する講
座や講演会
など実施し
ます

14

【再掲】男
女共同参画
に関する講
座や講演会
など実施し
ます

700つばめ「女と
男」ふれ愛フェ
スタ

地域振興課

時　期 10月18日
対　象 市民

・実行委員会では男
女が委員になり、フェ
スタの企画運営を
行った。
・大勢の方が来場し
やすいよう休日に開
催した。
・来場者に男女共同
参画の意識について
アンケートを行い、男
女別に集計した。

・市民による実行委員
の企画運営で実施し
た。
・森永卓郎先生を講師
に講演会を開催。燕・
弥彦PTA連絡協議会と共
催。
■参加人数　530人

事業名

9



1 ともに考える 男女共同参画社会をめざす意識づくり
2 男女共同参画の視点に立った教育・学習の推進
2 男女共同参画を理解するための学習機会の提供

事業費：単位　千円

基本目標
方　　針
施　　策

具体的事業
27年度実施状況 次年度計画

担当課
内容 事業費 評価ポイント 内容 事業費

A

B

事業名 若者自立支援推
進講演会 ・講座タイトル・チラ

シ・ポスターにおいて
性別による固定的な
役割分担を表すよう
な表現をしないよう配
慮した。
・参加しやすい日程を
設定した。
・アンケートにより男
女別の感想・要望等
を把握している。

14 【再掲】男
女共同参画
に関する講
座や講演会
など実施し
ます

25 男女共同参
画における
課題やニー
ズを反映し
た講座を開
催する。

25 社会教育課

時　期 1月31日
対　象 市民
身体的にも心理的にも
大きく変化する思春期
の、不安定になりがち
な親子双方の心の変化
について、発達心理学
の面からお話しいただ
く。
「子ばなれ・親ばなれ
と心のきずな～思春期
の親子関係を考える
～」
講師：佐藤朗子さん
■参加人数　24人
（男6人・女18人）

15 男女共同参
画に関する
図書を整備
します

0 男女共同参
画週間に合
わせ、情報
提供をす
る。

事業名 男女共同参画関
連図書の紹介 ・性別の違いによる

課題やニーズなどに
ついて、図書に偏り
がないように配慮し
た。
・老若男女、身近でさ
まざまな角度から男
女共同参画の意識啓
発につながるような
図書を選定した。

0 社会教育課

時　期 6月
対　象 市民
・広報6月1日号「Book
Choice」欄で『ジェン
ダー・セクシュアリ
ティ』をテーマに図書
を紹介した。
・燕市内の図書館展示
コーナーで男女共同参
画の意識啓発につなが
るような図書を展示・
紹介した。
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2 ともに参画する 男女共同参画の社会づくり
1 あらゆる分野における政策・方針決定過程への女性参画の推進
1 市の各種審議会等への女性参画の推進

事業費：単位　千円

B

B

基本目標
方　　針
施　　策

具体的事業
27年度実施状況 次年度計画

担当課
内容 事業費 評価ポイント 内容 事業費

16 市の各種審
議会等への
女性委員の
登用を推進
します

0 指針に基づ
き、引き続
き、各課へ
女性委員の
登用を働き
かけていく。

事業名 女性委員登用の
推進 ・指針に基づき、各課

での女性委員の登用
状況の把握に努めて
いる。

0 総務課

時　期 随時
対　象 委員
附属機関については、
「燕市附属機関等の設
置、運営、公募及び公
開に関する指針」に基
づき、各課で女性委員
の登用に努めている。

17 女性委員の
登用状況を
定期的に調
査し、公表
します

0 27年度同様事業名 女性委員登用状
況調査 ・調査を行うことによ

り女性委員登用を啓
発することにつなが
る。

0 地域振興課

時　期 7月・1月
対　象 職員
審議会等への女性委員
登用の推進状況を調査
し、県へ報告するため
の調査を7月に実施し、
1月にプランの推進実施
状況報告と合わせて調
査した。結果について
はHPで公表する。
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2 ともに参画する 男女共同参画の社会づくり
1 あらゆる分野における政策・方針決定過程への女性参画の推進
2 防災、被災時、災害復興時の女性参画の推進

事業費：単位　千円

B

A

基本目標
方　　針
施　　策

具体的事業
27年度実施状況 次年度計画

担当課
内容 事業費 評価ポイント 内容 事業費

18 女性の人権
尊重に配慮
して地域防
災計画を策
定します

0 7月の燕市
総合防災訓
練におい
て、女性等
にも配慮し
た避難所運
営ができる
よう、避難所
担当職員と
市民と協同
での避難所
運営訓練を
行う。

・避難所担当職員に
女性職員を多く配置
した。
・女性の視点を取り
入れながら、避難ス
ペースを活用するよう
検討を行った。

事業名 女性の視点を取
り入れた避難所
運営

0 防災課

時　期 通年
対　象 職員
市指定避難所45ヶ所
（第一次及び第二次）
に避難所担当職員を各2
名配置。その際、災害
時に女性の視点を取り
入れた避難所運営がで
きるよう、女性職員を
多く配置。
■避難所担当職員人数
　90人
（男31人・女49人）

19 自主防災組
織への女性
の参画を働
きかけます

563 次年度は、
地域の防災
計画や防災
訓練の策定
について学
ぶ予定。ここ
でも、女性
の視点を取
り入れた計
画となるよう
配慮する。

事業名 防災リーダー養
成講座 ・受講生募集時に、な

るべく女性から参画
いただきたい旨を、自
治会長に依頼。
・講座実施時には、
各班に女性を配置
し、女性の視点での
避難所運営も意識す
るよう指導。
・アンケートを実施
し、男女別の意見の
集約を行った。

707 防災課

時　期 5月～6月
対　象 自治会・自主防

災組織の代表

本年度の講座内容は、
避難所運営をメイン
テーマとして実施。女
性の視点を取り入れた
避難所運営ができるよ
う、意識して受講いた
だいた。
　参加者は男性に比
べ、まだまだ少ない
が、女性の参加者は過
去最高だった。
■参加人数　49人
（男44人・女5人）
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2 ともに参画する 男女共同参画の社会づくり
1 あらゆる分野における政策・方針決定過程への女性参画の推進
3 事業所、各種団体等における女性参画の推進

事業費：単位　千円

B

B

　　

　　

　　

基本目標
方　　針
施　　策

具体的事業
27年度実施状況 次年度計画

担当課
内容 事業費 評価ポイント 内容 事業費

20 事業所など
へ女性登用
を働きかけ
ます

0 27年度同様事業名 事業所への女性
登用の啓発 ・男女共同参画にお

ける啓発事業を実施
した。

0 商工振興課

時　期 随時
対　象 市内事業所
新潟労働局や県労政雇
用課より送付されてき
たポスターの掲示、
リーフレット等の各商
工団体の窓口への設置
や、広報掲載の依頼を
することによって、企
業への周知を図った。
また、市関係各所窓口
にも設置することで、
広く市民への周知に努
めた。

21 農業関係団
体へ女性登
用を働きか
けます

0 「人・農地プ
ラン」の見直
しやプランの
実現に向
け、自身も
担い手とし
ての自覚を
促すととも
に、女性農
業者等が参
加しやすい
検討会にす
る。

事業名 農業関係団体へ
の啓発 ・女性農業者等の自

らの経験、意見を取り
入れた。
・地域の抱える問題
を男女の視点で捉
え、情報共有を図っ
た。

0 農政課

時　期 随時
対　象 女性農業者等、

燕市農業再生協
議会メンバー

ＪＡを始め各農業団体
や農業法人との情報交
換や連携を取りなが
ら、啓発活動を実施し
ていく。
「人・農地プラン」の
継続的な話合いと見直
しを行うため、検討会
を実施。（Ｈ28年1月）
■参加人数　20人
（男13人・女7人）
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2 ともに参画する 男女共同参画の社会づくり
1 あらゆる分野における政策・方針決定過程への女性参画の推進
3 事業所、各種団体等における女性参画の推進

事業費：単位　千円

基本目標
方　　針
施　　策

具体的事業
27年度実施状況 次年度計画

担当課
内容 事業費 評価ポイント 内容 事業費

A

B

B

22 事業者や各
種団体等に
おける女性
参画の啓発
を行います

742 女性の活躍
を推進する
ため、27年
度事業の継
続と、事業
者や男性を
対象とした
講演会を実
施しする。ま
た、様々な
分野で挑戦
し輝いてい
る女性個人
と女性の活
躍推進に取
り組む事業
所・団体を
表彰し、女
性参画の意
識啓発を図
る。

事業名 女性が輝く研修
交流事業 ・女性が職場で個性

や能力を発揮して充
実感を味わうことによ
り働き続ける意欲が
高まるよう企画した。
・女性リーダーモデル
となる講師等を招き、
実際に活躍する女性
の視点を取り入れた
研修会とした。
・地元企業へのヒアリ
ングや女性向け研修
の実施後アンケート
を参考にニーズを把
握した。

1,352 地域振興課

時　期 通年
対　象 市内事業所

市職員

事業者と協働して、働
く女性を対象とした講
演会や交流会を実施し
た。
・キャリアアップ講演
会（７月実施）
■参加人数　69人（企
業42人・職員27人）
・女子会トーク（7月・
8月・10月実施）
■参加人数　33人（企
業13人・職員10人）
・スキルアップ講座
（11月２回実施）
■参加人数　52人（企
業18人・職員34人）
・異業種交流女性研修
会（2月実施）
■参加人数　33人（企
業24人・職員9人）

23 ハッピー・
パートナー
企業（新潟
県男女共同
参画推進企
業）の登録
を推進しま
す

0 27年度同様事業名 ハッピー・パー
トナー企業の登
録推進

・事業所へ制度につ
いて説明することで
男女共同参画の啓発
につながる
・県の担当者に同行
して企業を訪問し、企
業の担当者に制度の
説明をすることにより
登録推進につながっ
た。

0 地域振興課

時　期 通年
対　象 市内企業、団体
・広報紙にハッピー・
パートナー企業の登録
について掲載。
・県の担当者が登録推
進のため企業を訪問す
る際に同行した。
平成28年1月末現在34社
平成27年3月登録数30社

23 ハッピー・
パートナー
企業（新潟
県男女共同
参画推進企
業）の登録
を推進しま
す

0 27年度同様事業名 ハッピー・パー
トナー企業につ
いての市内事業
所への周知、啓
発

・リーフレット等による
周知を行った。
・女性雇用促進職場
環境整備支援事業の
助成事業所へ周知し
た。

0 商工振興課

時　期 随時
対　象 市内事業所
リーフレット等による
周知を行った。
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2 ともに参画する 男女共同参画の社会づくり
2 地域・家庭における男女共同参画の推進
1 地域における男女共同参画の推進

事業費：単位　千円

D

B

B

基本目標
方　　針
施　　策

具体的事業
27年度実施状況 次年度計画

担当課
内容 事業費 評価ポイント 内容 事業費

24 自治会長や
自治会役員
に女性登用
を働きかけ
ます

0 27年度同様事業名 自治会役員等地
域組織への啓発

0 総務課

時　期 自治会総会開催
時

対　象 各自治会
自治会長は、自治会か
ら推薦された方を市長
が委嘱しているため、
こちらから女性を推薦
してとは言えない。
また、自治会役員も総
会で決定されており、
自治会に任せていま
す。

25 まちづくり
協議会の役
員に女性登
用を働きか
けます

0 機会あるご
とに、女性
参画につい
て働きかけ
ていきたい。

事業名 まちづくり協議
会懇談会 ・懇談会で地域の課

題を地域で解決して
いくためには女性も
含め多様な意見や力
が必要である旨を話
した。

0 地域振興課

時　期 8月・2月
対　象 まちづくり協議

会

年に2回行うまちづくり
協議会懇談会で、女性
参画を働きかける。

26 地域活動に
おける男女
共同参画の
啓発を行い
ます

0 27年度同様事業名 つばめ「女と
男」ふれ愛フェ
スタ

・PTAから参加しても
らうことにより団体へ
の啓発、子育て世代
への啓発につなが
る。

0 地域振興課

時　期 10月18日
対　象 市民
燕・弥彦PTA連絡協議会
と共催し、また実行委
員として参加しても
らった。

15



2 ともに参画する 男女共同参画の社会づくり
2 地域・家庭における男女共同参画の推進
1 地域における男女共同参画の推進

事業費：単位　千円

基本目標
方　　針
施　　策

具体的事業
27年度実施状況 次年度計画

担当課
内容 事業費 評価ポイント 内容 事業費

A27 団体活動の
情報収集と
活動支援を
行います

60 審査会の開
催時期の見
直し等を検
討するなど、
イキイキまち
づくり団体の
活動を支援
していく。

事業名 イキイキまちづ
くり事業審査会 ・審査委員は男性4

人、女性1人で構成
し、男女双方の意見
を審査に反映させて
いる。
・審査会においては
男女双方が発言しや
すいような会議運営
に配慮した。公開審
査会は、仕事をして
いる人が参加しやす
いように休日や夜間
に実施した。
・女性の活躍がめざ
ましいNPO活動や市
民団体に関係する団
体の女性が審査員を
つとめることにより、
市内の団体の女性の
活躍に波及していく。

60 地域振興課

時　期 5月・8月・11月
対　象 イキイキまちづ

くり団体

イキイキまちづくり事
業助成金の申請につい
て、審査委員男女双方
の視点で審査を行う。
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2 ともに参画する 男女共同参画の社会づくり
2 地域・家庭における男女共同参画の推進
2 家庭における男女共同参画の推進

事業費：単位　千円

B

B

市民
家庭における男女共同
参画についての項目を
いれたアンケートを
行った。アンケートを
行うことで啓発につな
がる。

【家庭教育講座】「心
の燕市8つのチャレン
ジ」を地域・家庭にお
いて定着させ推進する
ために、市内の幼稚
園・保育園・こども
園・小学校・中学校の
保護者会やPTAが主催す
る家庭教育講座の謝礼
金の一部を助成する
（助成額：1団体につき
上限7,000円）。
■参加人数　32団体
3,939人（男女別内訳不
明）
【食育推進講座】小学
生とその保護者を対象
にした食育講座として2
回実施。親子で季節の
料理を作ることを通じ
て、和食への関心を高
めてもらう。
■参加人数
第1回　親子6組13人
（男1人・女12人）
第2回　親子7組16人
（男1人・女15人）

基本目標
方　　針
施　　策

具体的事業
27年度実施状況

29 家庭教育の
ための学習
会を充実し
ます

300

28 家庭に向け
た男女共同
参画の啓発
を行います

次年度計画

実行委員会
でテーマを
決めて、従
来の内容の
見直しも含
め企画運営
を検討す
る。アンケー
ト項目につ
いても検討
する。

担当課
内容 事業費 評価ポイント 内容 事業費

時　期 10月18日
対　象

地域振興課
・家庭における男女
共同参画についてア
ンケート調査を行い、
男女別の集計を行っ
た。
・アンケートを行うこと
で啓発につながる。

事業名 つばめ「女」と
「男」ふれ愛
フェスタ

700

社会教育課

時　期 通年

対　象 【家庭教育講
座】燕市内の園
児･児童･生徒と
その保護者
【食育推進講
座】小学生とそ
の保護者

・性別により
役割を固定
することな
く、家庭教育
に対する意
識を高めら
れるような
講座を行う。
・参加しやす
い日程を設
定する。

300事業名 家庭教育推進事
業（家庭教育講
座／食育推進講
座）

・講座タイトル・チラ
シ・ポスターにおいて
性別による固定的な
役割分担を表すよう
な表現をしないよう配
慮した。
・参加しやすい日程を
設定した。
・アンケートは行って
いるが男女別に行っ
ていないアンケートも
ある。

300

17



2 ともに参画する 男女共同参画の社会づくり
2 地域・家庭における男女共同参画の推進
2 家庭における男女共同参画の推進

事業費：単位　千円

基本目標
方　　針
施　　策

具体的事業
27年度実施状況 次年度計画

担当課
内容 事業費 評価ポイント 内容 事業費

A

B

　

30 男性の家事
参加や子育
て参加を推
進するため
の事業を実
施します

56 夫婦で参加
できるよう、
母子手帳交
付時に妊
婦・夫・家族
に対してPR
を継続して
いく。

事業名 ハッピーベビー
クラブ ・夫が参加しやすいよ

うに、産業カレンダー
の休日の土曜日を可
能な限り設定。参加し
た夫婦の感想も参考
に企画立案している。
・夫婦が協力し夢ある
子育てができるようグ
ループワークを実施。
上の子どもを連れの
参加も可能。
・毎回、参加者全員
に直接感想を聞いて
おり、妻の意見・夫の
意見について把握を
している。

56 健康づくり課

時　期 通年
対　象 母子手帳の交付

を受けた夫婦

ハッピーベビークラブ
（妊婦学級・両親学
級）を開催し、夫の参
加を促している。
母子健康手帳交付時
に、ハッピーベビーク
ラブの周知をし、参加
勧奨をしている。
■参加人数　約143人
（男63人・女80人）

30 男性の家事
参加や子育
て参加を推
進するため
の事業を実
施します

0 ・積極的に
男性（男子）
の参加を募
る。

事業名 児童館事業
・命の大切さを赤ちゃ
んとふれあうことから
若い世代に伝え、将
来の父親からも体験
してもらう。

0 子育て支援課

時　期 随時
対　象 乳幼児親子、

小・中学生・高
校生、地域の父
兄

赤ちゃんとのふれあい
交流会　小・中・高校
生が赤ちゃんとの触れ
合いを通して命の大切
さを若い世代に伝え
る。
■参加人数　211人（男
39人・女172人）
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2 ともに参画する 男女共同参画の社会づくり
2 地域・家庭における男女共同参画の推進
2 家庭における男女共同参画の推進

事業費：単位　千円

基本目標
方　　針
施　　策

具体的事業
27年度実施状況 次年度計画

担当課
内容 事業費 評価ポイント 内容 事業費

B

　

300 社会教育課

時　期 通年

対　象 【家庭教育講
座】燕市内の園
児･児童･生徒と
その保護者
【食育推進講
座】小学生とそ
の保護者

【家庭教育講座】「心
の燕市8つのチャレン
ジ」を地域・家庭にお
いて定着させ推進する
ために、市内の幼稚
園・保育園・こども
園・小学校・中学校の
保護者会やPTAが主催す
る家庭教育講座の謝礼
金の一部を助成する
（助成額：1団体につき
上限7,000円）。
■参加人数　32団体
3,939人（男女別内訳不
明）
【食育推進講座】小学
生とその保護者を対象
にした食育講座として2
回実施。親子で季節の
料理を作ることを通じ
て、和食への関心を高
めてもらう。
■参加人数
第1回　親子6組13人
（男1人・女12人）
第2回　親子7組16人
（男1人・女15人）

・講座タイトル・チラ
シ・ポスターにおいて
性別による固定的な
役割分担を表すよう
な表現をしないよう配
慮した。
・参加しやすい日程を
設定した。
・アンケートは行って
いるが男女別に行っ
ていないアンケートも
ある。

30 男性の家事
参加や子育
て参加を推
進するため
の事業を実
施します

300 ・性別により
役割を固定
することな
く、家庭教育
に対する意
識を高めら
れるような
講座を行う。
・参加しやす
い日程を設
定する。

事業名 家庭教育推進事
業（家庭教育講
座/食育推進講
座）
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2 ともに参画する 男女共同参画の社会づくり
3 女性の就業環境の整備
1 農業や自営業における女性の就業環境の整備

事業費：単位　千円

B

B

　

　

B

基本目標
方　　針
施　　策

具体的事業
27年度実施状況 次年度計画

担当課
内容 事業費 評価ポイント 内容 事業費

31 自営業にお
ける女性の
経営参画を
啓発します

0 27年度同様事業名 自営業における
女性の経営参画
の啓発

・関係機関への周知
を行った。

0 商工振興課

時　期 随時
対　象 関係機関
関係機関と連携し、啓
発に努めた。

32 家族経営協
定締結の普
及に努めま
す

0 新規就農計
画策定時
や、農業委
員会での事
業で啓発を
図る。

事業名 家族経営協定の
推進と労働条件
向上についての
啓発

・農業委員会におい
て、「家族経営協定締
結」による優遇措置
が掲載された農業者
年金受給パンフレット
を農家回覧予定。
・家族経営協定のＰＲ
による役割分担意識
の拡大を図る。

0 農政課

時　期 随時
対　象 女性農業者
・燕市農業委員会で
行っている家族協定の
締結等事務について、
同委員会と情報を共有
しながら県などの関係
機関との協議を図って
いる。
■現在の協定数　28組

33 生産経営の
担い手とし
ての知識と
技術を取得
するための
情報を提供
します

0 視察研修等
で、男女の
役割分担の
必要性を学
び、運営や
農業経営に
反映させる。

事業名 生産経営の担い
手としての知
識・技術を習得
するための研修
会の実施

・地域によって直売所
の出店者として男性
が参加している。男
性の出店者を市内農
家に呼びかける。
・販売だけでなく、設
営や技術研修に対し
ても男女の役割分担
と必要性の理解を図
る。

0 農政課

時　期 随時
対　象 女性農業者、直

売所出店者

・直売所運営にあた
り、生活アドバイザー
や出店者が県内の直売
所の視察研修を実施
し、運営方法、店内レ
イアウト栽培方法、商
品管理方法などを研修
する。（Ｈ28年2月予
定）
■参加人数　19人
(男0人・女19人）
・新設した吉田農産物
直売所で、出店者によ
る加工表示研修を実施
（Ｈ27年10月）
■参加人数　13人
（男5人・女8人）
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2 ともに参画する 男女共同参画の社会づくり
3 女性の就業環境の整備
1 農業や自営業における女性の就業環境の整備

事業費：単位　千円

基本目標
方　　針
施　　策

具体的事業
27年度実施状況 次年度計画

担当課
内容 事業費 評価ポイント 内容 事業費

B

B

34 女性の起業
のための支
援をします

0 27年度同様事業名 女性の起業のた
めの支援 ・男女共同参画にお

ける啓発事業を実施
した。

0 商工振興課

時　期 随時
対　象 市民
女性の起業の支援方法
として、女性の起業を
支援する「ママフェ
ス」、「きょうえい創
業講座」の共催による
機会創出を行った。
・ママフェス
■参加人数　約40人
（男10人・女30人）
・きょうえい創業講座
■参加人数　約37人
（男18人・女19人）

34 女性の起業
のための支
援をします

0 女性農業者
が自らの経
験や、興味
をいだいて
いる研修す
る機会を支
援し、自身も
担い手であ
る自覚を促
すとともに、
次代を担う
若い女性農
業者が参加
しやすい研
修にする。

事業名 生産経営の担い
手としての知
識・技術を習得
するための研修
会の実施

・女性起業者を対象
とし、経営に係る家族
の協力体制を学ぶ。
・経営参画による役
割分担と、生産・加工
に係る家族の協力体
制を学び、経営体で
の情報共有を図る。

0 農政課

時　期 随時
対　象 女性農業者
・県主催の農村女性活
動先進地視察研修会で
女性農業者の経営参画
と、６次産業化の推進
を図る講習会を実施。
（Ｈ27年11月）
■参加人数　7人
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2 ともに参画する 男女共同参画の社会づくり
3 女性の就業環境の整備
2 職場における女性の就業環境の整備

事業費：単位　千円

B

B

B

基本目標
方　　針
施　　策

具体的事業
27年度実施状況 次年度計画

担当課
内容 事業費 評価ポイント 内容 事業費

35 労働基準
法、男女雇
用機会均等
法、その他
関係法令を
周知します

0 27年度同様事業名 労働基準法、男
女雇用機会均等
法、その他関係
法令の周知

・関係法令の周知に
努めた。

0 商工振興課

時　期 随時
対　象 市民
新潟労働局や県労政雇
用課より送付されてき
たポスターの掲示、
リーフレット等の各商
工団体の窓口への設置
や、広報掲載の依頼を
することによって、企
業への周知を図った。
また、市関係各所窓口
にも設置することで、
広く市民への周知に努
めた。

36 パートタイ
ム労働（非
正規雇用）
条件向上の
ために関係
法令を周知
します

0 27年度同様事業名 パートタイム労
働法・労働者派
遣法などの内容
周知

・関係法令の周知を
図った。

0 商工振興課

時　期 随時
対　象 市民
新潟労働局や県労政雇
用課より送付されてき
たポスターの掲示、
リーフレット等の各商
工団体の窓口への設置
や、広報掲載の依頼を
することによって、企
業への周知を図った。
また、市関係各所窓口
にも設置することで、
広く市民への周知に努
めた。

37 セクシュア
ル・ハラス
メント防止
を啓発しま
す

0 27年度同様事業名 セクシュアル・
ハラスメント防
止のための啓発

・男女共同参画にお
ける啓発事業を実施
した。

0 商工振興課

時　期 随時
対　象 市内事業所
新潟労働局や県労政雇
用課より送付されてき
たポスターの掲示、
リーフレット等の各商
工団体の窓口への設置
や、広報掲載の依頼を
することによって、企
業への周知を図った。
また、市関係各所窓口
にも設置することで、
広く市民への周知に努
めた。
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2 ともに参画する 男女共同参画の社会づくり
3 女性の就業環境の整備
2 職場における女性の就業環境の整備

事業費：単位　千円

基本目標
方　　針
施　　策

具体的事業
27年度実施状況 次年度計画

担当課
内容 事業費 評価ポイント 内容 事業費

B

A

38 セクシュア
ル・ハラス
メントの相
談窓口を周
知します

0 27年度同様事業名 セクシュアル・
ハラスメントの
相談窓口の周知

・男女共同参画の内
容を含んだ事業を実
施した

0 商工振興課

時　期 随時
対　象 市内事業所
新潟労働局や県労政雇
用課より送付されてき
たポスターの掲示、
リーフレット等の各商
工団体の窓口への設置
や、広報掲載の依頼を
することによって、企
業への周知を図った。
また、市関係各所窓口
にも設置することで、
広く市民への周知に努
めた。

39 職場での健
康管理体制
を充実しま
す

0 男女ともに
健康で生活
できるように
アプローチし
ていく。

事業名 労働者の健康づ
くり応援事業 ・健康課題を性別でも

分析して企画してい
る。
・個人の健康だけで
なく、夫婦や家族ぐる
みの健康づくり等の
アドバイスを実施。
・商工会の健診受診
者なのでデータはな
いが、市の働き盛り
年代のデータを参考
にしている。

1 健康づくり課

時　期 7月、8月
対　象 吉田商工会会員

事業所従事者
分水商工会会員
事業所従事者

商工会が実施する定期
健康診断の会場で、受
診者に生活習慣病やメ
ンタルヘルスについて
の健康教育・相談を実
施した。
吉田産業会館　7月29日
分水商工会館　8月19日
■参加人数　約135人
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2 ともに参画する 男女共同参画の社会づくり
3 女性の就業環境の整備
3 女性の再就職と継続就業のための支援

事業費：単位　千円

B

B

A 27年度同様 52 地域振興課
・家事・育児と仕事の
両立について、企画
に取り入れた。
・就職活動のポイント
や、保育サービスに
ついて情報提供を
行った。
・再就職セミナー参加
者にアンケートを実
施して意見・要望を把
握した。

時　期 11月24日
対　象 市民
出産・育児などのため
退職し、再就職を希望
する子育て中の女性を
対象に、再就職セミ
ナー「マザーズおしご
と座談会」を実施し
た。
商工振興課と共催。
■参加人数　13人

42 再就職のた
めの情報提
供や支援を
します

事業名 女性が輝く研修
交流事業

24

基本目標
方　　針
施　　策

具体的事業
27年度実施状況 次年度計画

担当課
内容 事業費 評価ポイント 内容 事業費

40 育児・介護
休業法を周
知します

0 27年度同様事業名 育児・介護休業
制度の普及と啓
発

・関係法令の周知に
努めた。

0 商工振興課

時　期 随時
対　象 市内事業所
新潟労働局や県労政雇
用課より送付されてき
たポスターの掲示、
リーフレット等の各商
工団体の窓口への設置
や、広報掲載の依頼を
することによって、企
業への周知を図った。
また、市関係各所窓口
にも設置することで、
広く市民への周知に努
めた。

41 労働の場に
おける母性
保護を周知
します

0 27年度同様事業名 職場内における
出産退職など差
別的な慣行の是
正と母性保護の
ため企業への広
報と啓発活動の
推進

・男女共同参画にお
ける啓発事業を実施
した。

0 商工振興課

時　期 随時
対　象 市内事業所
新潟労働局や県労政雇
用課より送付されてき
たポスターの掲示、
リーフレット等の各商
工団体の窓口への設置
や、広報掲載の依頼を
することによって、企
業への周知を図った。
また、市関係各所窓口
にも設置することで、
広く市民への周知に努
めた。
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2 ともに参画する 男女共同参画の社会づくり
3 女性の就業環境の整備
3 女性の再就職と継続就業のための支援

事業費：単位　千円

基本目標
方　　針
施　　策

具体的事業
27年度実施状況 次年度計画

担当課
内容 事業費 評価ポイント 内容 事業費

A

B 27年度同様 10,000 商工振興課
・男女共同参画にお
ける啓発を行った。
・ハッピー・パートナー
企業（新潟県男女共
同参画推進企業）の
周知を行い、登録を
推進した。

時　期 随時
対　象 市内事業所
女性が働きやすい職場
環境を整備する事業者
に整備費用を助成し、
事業所の女性雇用の促
進を図った。
■助成事業所数　17社
（28年1月末現在）

42 就職・再就
職のための
情報提供や
支援をしま
す

事業名 女性雇用促進職
場環境整備支援
事業

15,000

42 再就職のた
めの情報提
供や支援を
します

24 27年度同様事業名 職業能力の開
発・向上を図る
ための各種の講
座情報、職業情
報・資料等の収
集・提供

・男女共同参画にお
ける啓発事業を行っ
た。
・再就職セミナーを開
催し、就職活動のポ
イントや、保育サービ
スについて情報提供
を行った。
・再就職セミナー参加
者にアンケートを実
施して意見・要望を把
握した。

52 商工振興課

時　期 随時
対　象 市民
・新潟労働局や県労政
雇用課より送付されて
きたポスターの掲示、
リーフレット等の各商
工団体の窓口への設置
や、広報掲載の依頼を
することによって、企
業への周知を図った。
また、市関係各所窓口
にも設置することで、
広く市民への周知に努
めた。
・出産・育児などのた
め退職し、再就職を希
望する子育て中の女性
を対象に、再就職セミ
ナー「マザーズおしご
と座談会」を実施し
た。
地域振興課と共催。
■参加人数　13人
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2 ともに参画する 男女共同参画の社会づくり
3 女性の就業環境の整備
3 女性の再就職と継続就業のための支援

事業費：単位　千円

基本目標
方　　針
施　　策

具体的事業
27年度実施状況 次年度計画

担当課
内容 事業費 評価ポイント 内容 事業費

B

A

43 職業能力を
開発するた
めの情報提
供や支援を
します

0 27年度同様事業名 職業能力の開
発・向上を図る
ための各種講座
情報、職業情
報・資料等の収
集・提供

・男女共同参画の内
容を含んだ事業を実
施した。

52 商工振興課

時　期 随時
対　象 市内事業所
・新潟労働局や県労政
雇用課より送付されて
きたポスターの掲示、
リーフレット等の各商
工団体の窓口へ設置
し、企業への周知を
図った。また、市関係
各所窓口にも設置する
ことで、広く市民への
周知に努めた。
・磨き屋一番館におけ
る研修生募集を通じ、
専門的能力開発機会の
創出に努めた。

43 職業能力を
開発するた
めの情報提
供や支援を
します

1,400 27年度同様事業名 ひとり親家庭の
生活の安定と自
立の支援

・母子家庭の母、父
子家庭の父に限定し
ている。
・女性職員が相談室
で、相談面接に応じ
るなど、相談しやすい
環境を整えている。
・個々の内容を把握
管理している。

1,400 社会福祉課

時　期 通年
対　象 母子家庭の母又

は父子家庭の父

母子家庭の母又は父子
家庭の父に対して、主
体的な能力開発を支援
するため、就業のため
の技能や資格取得のた
めの教育訓練受講料の
4/10の助成、または就
職の際に有利である資
格を取得する時の生活
費として、申請するも
のに「高等職業訓練促
進給付金」月額10万円
を支給するもの。
■0人
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3 ともに暮らす 男女共同参画の環境づくり
1 仕事と家庭生活や地域活動が両立できる環境の整備
1 男女がともに働きやすい労働環境の整備

事業費：単位　千円

A

B

B

基本目標
方　　針
施　　策

具体的事業
27年度実施状況 次年度計画

担当課
内容 事業費 評価ポイント 内容 事業費

44 仕事と生活
の調和
（ワーク・
ライフ・バ
ランス）に
ついて啓発
します

80 事業者と協
働して、男
女ともに働
き方の見直
しや働きや
すい環境の
整備などに
より、ワー
ク・ライフ・バ
ランスを推
進します。

事業名 地域セミナー
・男女にとって重要で
あるワーク・ライフ・バ
ランスの推進をテー
マに行った。
・事業所からワーク・
ライフ・バランスに取
り組んでもらうため、
市内企業に案内し出
席を働きかけた。
・アンケートの結果か
ら、男女ともに働き方
の見直しや男性の家
事・育児参画につい
て意識啓発が図られ
た。

100 地域振興課

時　期 12月・1月
対　象 市民
男女ともに働き方の見
直しや、男性の家事・
育児参画についてな
ど、ワークライフバラ
ンスをテーマに、2回連
続講座を開催した。
■参加人数
・第１回　41人
　（男20人・女21人）
・第２回　16人
　（男5人・女11人）

44 仕事と生活
の調和
（ワーク・
ライフ・バ
ランス）に
ついて啓発
します

0 27年度同様事業名 ワーク・ライ
フ・バランスに
ついての情報提
供

・男女共同参画にお
ける啓発事業を実施
した。

0 商工振興課

時　期 随時
対　象 市民
新潟労働局や県労政雇
用課より送付されてき
たポスターの掲示、
リーフレット等の各商
工団体の窓口への設置
や、広報掲載の依頼を
することによって、企
業への周知を図った。
また、市関係各所窓口
にも設置することで、
広く市民への周知に努
めた。

45 【再掲】
ハッピー・
パートナー
企業（新潟
県男女共同
参画推進企
業）の登録
を推進しま
す

0 27年度同様事業名 ハッピー・パー
トナー企業の登
録推進

・事業所へ制度につ
いて説明することで
男女共同参画の啓発
につながる。
・県の担当者に同行
して企業を訪問し、企
業の担当者に制度の
説明をすることにより
登録推進につながっ
た。

0 地域振興課

時　期 通年
対　象 市内企業、団体
・広報紙にハッピー・
パートナー企業の登録
について掲載。
・県の担当者が登録推
進のため企業を訪問す
る際に同行した。
平成28年1月末現在34社
平成27年3月登録数30社
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3 ともに暮らす 男女共同参画の環境づくり
1 仕事と家庭生活や地域活動が両立できる環境の整備
1 男女がともに働きやすい労働環境の整備

事業費：単位　千円

基本目標
方　　針
施　　策

具体的事業
27年度実施状況 次年度計画

担当課
内容 事業費 評価ポイント 内容 事業費

B

B

45 【再掲】
ハッピー・
パートナー
企業（新潟
県男女共同
参画推進企
業）の登録
を推進しま
す

0 27年度同様事業名 ハッピー・パー
トナー企業につ
いての市内事業
所への周知、啓
発

・リーフレット等による
周知を行った。
・女性雇用促進職場
環境整備支援事業の
助成事業所へ周知し
た。

0 商工振興課

時　期 随時
対　象 市内事業所
リーフレット等による
周知を行った。

46 【再掲】育
児・介護休
業法を周知
します

0 27年度同様事業名 育児・介護休業
制度の普及と啓
発

・関係法令の周知に
努めた。

0 商工振興課

時　期 随時
対　象 市内事業所
新潟労働局や県労政雇
用課より送付されてき
たポスターの掲示、
リーフレット等の各商
工団体の窓口への設置
や、広報掲載の依頼を
することによって、企
業への周知を図った。
また、市関係各所窓口
にも設置することで、
広く市民への周知に努
めた。
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3 ともに暮らす 男女共同参画の環境づくり
1 仕事と家庭生活や地域活動が両立できる環境の整備
2 多様なライフスタイルに対応した子育て・介護支援の充実

事業費：単位　千円

B

基本目標
方　　針
施　　策

具体的事業
27年度実施状況 次年度計画

担当課
内容 事業費 評価ポイント 内容 事業費

47 延長保育、
早朝保育、
乳児・未満
時保育、障
がい児保
育、一時保
育などの保
育サービス
を充実しま
す

73,263 27年度同様事業名 延長・早朝・乳
児・障がい児・
一時・特定保育
の充実

・次の世代を生きる子
どもたちが豊かに健
やかに育つよう、多
様な保育サービスを
提供し、子育てをする
保護者の支援をす
る。

66,751 子育て支援課

時　期 保育実施日
対　象 園児と保護者
保育を必要とする児童
とその保護者を対象に
実施。
・延長…
午後4時～6時30分 公立
15園・私立1園
6時45分 私立4園
7時 公立4園
8時 私立1園
・早朝…
午前7時30分～8時 公立
19園・私立1園､7時15分
～ 私立4園
7時～私立1園
・乳児…
生後2ヵ月以上 公立9
園・私立2園
生後5ヵ月以上 私立2園
生後6ヵ月以上 公立1
園・私立2園
・休日保育…
私立きららおひさま保
育園1園
・障がい児…
集団保育が可能であれ
ば、加配保育士を付け
て全園で受入可能
・一時保育…
公立は大曲八王寺・あ
おい保育園の2園
私立は第二泉保育園・
ぎんなん保育園・きら
らおひさま保育園の3園
・特定保育…
公立西燕保育園１園
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3 ともに暮らす 男女共同参画の環境づくり
1 仕事と家庭生活や地域活動が両立できる環境の整備
2 多様なライフスタイルに対応した子育て・介護支援の充実

事業費：単位　千円

基本目標
方　　針
施　　策

具体的事業
27年度実施状況 次年度計画

担当課
内容 事業費 評価ポイント 内容 事業費

B

B

48 病児・病後
児保育事業
を充実しま
す。

18,487 病児保育室
「あおぞら」
で病児・病
後保育事業
を継続して
実施。

事業名 病児・病後児保
育の実施 ・子育てと仕事の両

立を図ることができ
る。
・病児保育室を利用
する子どもの送迎を
する保護者に対して
は、男女に関わらず
施設を利用しやすい
環境づくりを心掛け
た。

18,244 子育て支援課

時　期 通年
対　象 生後6ヵ月～小

学校3年生

病児保育室「あおぞ
ら」で病児・病後保育
事業を実施し子育てと
仕事の両立を図る取り
組みを行っている。
■参加人数　600人（男
300人･女300人）

49 児童の放課
後の居場所
を充実しま
す

196,657 27年度同様事業名 児童館・児童ク
ラブ・なかまの
会

・放課後に保護者の
いない児童の健全育
成と共働きの両親の
就労支援を図る。

196,657 子育て支援課

時　期 通年
対　象 乳幼児・小学

生・中学生・高
校生

・児童館
児童、乳幼児及び保護
者等を対象に季節の事
業や体験活動を実施
し、地域の児童の健全
育成を図る。（8館）
・児童ｸﾗﾌﾞ
就業などにより、保護
者が昼間家庭にいない
小学校１～４年生まで
の放課後児童を午後6時
30分まで預かり、適切
な遊びの場と生活の場
を提供する。（16ヶ
所）
・なかまの会
午後6時00分まで小学校
６年生までの放課後児
童の居場所を提供す
る。（5ヶ所）
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3 ともに暮らす 男女共同参画の環境づくり
1 仕事と家庭生活や地域活動が両立できる環境の整備
2 多様なライフスタイルに対応した子育て・介護支援の充実

事業費：単位　千円

基本目標
方　　針
施　　策

具体的事業
27年度実施状況 次年度計画

担当課
内容 事業費 評価ポイント 内容 事業費

B

A

50 ファミ
リー・サ
ポート・セ
ンターを充
実します

60 27年度同様事業名 会員養成講座
・性別に関係なく受講
できる内容の講座を
企画している。
・保育の必要な子ど
もを連れた受講者の
ため、保育ルームを
設けている。

60 子育て支援課

時　期 ７月から12月
（年７回）

対　象 ファミリーサ
ポートセンター
会員、ファミ
リーサポートセ
ンターの活動に
関心のある者

・より良い子育て支援
ができるよう、ﾌｧﾐﾘｰｻ
ﾎﾟｰﾄｾﾝﾀｰ会員の募集と
会員養成講座を開催す
る。
・会員の資質向上を目
的に、専門の知識を
持った講師から普通救
命講習や子どもの成長
過程に合わせた対応方
法などの講座を開催す
る。
■参加人数　約110人
（男3人・女107人）

51 地域子育て
支援拠点事
業を充実し
ます

275 子育て支援
センターが1
か所増設さ
れる。他施
設同様に子
育て家庭へ
の支援を
行っていく。

事業名 子育て支援セン
ター ・事業内容は性別に

関係なく参加できる。
・来館者や参加者に
制限をつけていな
い。
・両親、祖父母も参加
できる内容で実施し
ている。
・保育ボランティアを
お願いし、講座に集
中できる体制づくりを
した。
・参加人数は抑えて
あるが、男女別を把
握していない。しか
し、男女とも参加して
いる。

420 子育て支援課

時　期 通年
対　象 児童及び保護者
市内6ヵ所に設置されて
いる児童館や保育園併
設及び単独の子育て支
援センターで各種教室
や講座等により、地域
の子育て家庭に対し育
児支援を実施。休日も
開設している施設が増
え、より男性が参加し
やすい環境となった。
■利用人数　36,963人
H27.4～H27.11（8か月
間実績）
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3 ともに暮らす 男女共同参画の環境づくり
1 仕事と家庭生活や地域活動が両立できる環境の整備
2 多様なライフスタイルに対応した子育て・介護支援の充実

事業費：単位　千円

基本目標
方　　針
施　　策

具体的事業
27年度実施状況 次年度計画

担当課
内容 事業費 評価ポイント 内容 事業費

B

B

52 地域包括支
援センター
の運営を充
実します

90,000 個別相談、
支援困難者
への指導・
助言に加
え、地域ケ
ア会議、ネッ
トワーク構
築の業務を
引き続き力
を入れて行
う。

事業名 包括的支援事業
・第６期の介護保険
計画に沿って行って
いる。多様なライフス
タイルへの対応のた
め介護支援の充実を
はかっている。

108,000 長寿福祉課

時　期 通年
対　象 65歳以上市民
地域の高齢者が、住み
慣れた地域で安心して
その人らしい生活を継
続できるようにするた
め日常的個別相談、支
援困難者への指導・助
言を行っています。地
域包括ケアの構築のた
め多様な専門職や地域
の方々が参加する地域
ケア会議などを実施し
ている。
■総合相談件数
約12,000件（見込み）
■地域包括支援セン
ター主催の地域ケア会
議開催回数　　24件
（見込み）

53 介護保険
サービスを
充実します

7,269,846 第6期介護
保険計画に
基づき、要
介護認定者
及びその家
族のニーズ
に対応した
多様なサー
ビスの確保・
提供を行う。
また、高齢
者が地域社
会で活躍で
きる場や機
会を提供す
る。

事業名 介護サービス給
付事業 ・第６期の介護保険

計画に沿って行って
いる。多様なライフス
タイルへの対応のた
め介護支援の充実を
はかっている

7,962,310 長寿福祉課

時　期 通年
対　象 40歳以上の要介

護・要支援の認
定を受けた方

本年度から平成29年度
まで第６期介護保険事
業計画に基づき事業が
行われる。
第６期事業計画初年度
となる本年度は、医療
と介護を必要とする高
齢者が、住み慣れた地
域で自分らしい暮らし
を人生の最後まで続け
ることができるよう、
在宅医療・介護連携支
援センターを設置し
て、医療機関と介護
サービス事業所の連携
推進を図っている。
■参加人数　4,231人
（男1,349人・女2,882
人）平成27年11月末要
介護認定者数
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3 ともに暮らす 男女共同参画の環境づくり
1 仕事と家庭生活や地域活動が両立できる環境の整備
2 多様なライフスタイルに対応した子育て・介護支援の充実

事業費：単位　千円

基本目標
方　　針
施　　策

具体的事業
27年度実施状況 次年度計画

担当課
内容 事業費 評価ポイント 内容 事業費

B54 家族介護者
交流事業を
充実します

1,035 27年度同様事業名 在宅介護者リフ
レッシュ事業 ・在宅介護者同士の

仲間づくりや情報共
有・交換の場として実
施した。

314 長寿福祉課

時　期 通年
対　象 要介護１以上の

方の在宅介護者

高齢者を在宅で介護し
ている家族を介護から
一時的に解放し、心身
の元気回復を図るため
交流事業を実施。
・日帰り旅行
1回：参加者19人
（男2人・女17人）
・一泊旅行
1回：参加者17人
（男3人・女14人）
・ランチ交流会
（3月に1回開催予定）
（燕市社会福祉協議会
に委託）
■参加人数　36人
（男5人・女31人）
12月末現在

33



3 ともに暮らす 男女共同参画の環境づくり
1 仕事と家庭生活や地域活動が両立できる環境の整備
2 多様なライフスタイルに対応した子育て・介護支援の充実

事業費：単位　千円

基本目標
方　　針
施　　策

具体的事業
27年度実施状況 次年度計画

担当課
内容 事業費 評価ポイント 内容 事業費

A

B

長寿福祉課

時　期 通年
対　象 65歳以上市民
24年度から要介護状態
を予防するため、元気
高齢者を対象にレイン
ボー体操普及してい
る。具体的にはレイン
ボー健康体操講演会・
体験会、自主グループ
の育成、健康運動サ
ポーター養成など。自
主グループ数・登録人
数増えているが、ほと
んどが女性。介護予防
運動に取り組む男性を
増やすために、新たに
「スクエアステップ」
の普及に力を入れる。
レインボー健康体操よ
りゲーム性があり、楽
しく、男性にも好評。
・H27年度は分水地区で
男性限定のスクエアス
テップ体験会実施。
■参加者数　25人
■レインボー健康体操
・自主グループ数　21
・登録人数　468人
（グループに男性は1～
2人。全員女性のグルー
プも多い）

55 介護予防
サービスを
推進します

7,142 運動機能向
上に役立つ
レインボー
体操は引き
続き普及し
ていく。新た
に「スクエア
ステップ」の
普及に取り
組み、男性
参加者の増
加を目指
す。社会福
祉協議会に
委託し実施
している。

事業名 地域支援事業
・男性が教室に参加
しやすいように、地域
の男性リーダー（自
治会長等）に参加を
呼び掛けている。
ゲーム感覚で、難し
いレベルに挑戦したく
なるスクエアステップ
の普及を始める。
・男性限定の体験会
実施。
・事業実施後のアン
ケートを、回答内容を
男女別のニーズの差
があるか比較検討予
定。

9,990

事業名 在宅介護保険
サービス利用者
負担軽減事業

1,200 27年度同様 1,200 長寿福祉課
・高齢の生計困難者
が在宅で自立した生
活を営めるように、在
宅の介護保険サービ
スの利用料の一部を
軽減する。

対　象 要支援1から要
介護2までの認
定を受けている
者

要支援1から要介護2ま
での認定を受けている
人で対象要件に該当す
る人に、在宅の介護保
険サービス自己負担額
の3/10を軽減しまし
た。
■対象人数　30人
（男5人・女25人）
12月末現在

時　期 通年

56 在宅福祉
サービスを
充実します
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3 ともに暮らす 男女共同参画の環境づくり
1 仕事と家庭生活や地域活動が両立できる環境の整備
2 多様なライフスタイルに対応した子育て・介護支援の充実

事業費：単位　千円

基本目標
方　　針
施　　策

具体的事業
27年度実施状況 次年度計画

担当課
内容 事業費 評価ポイント 内容 事業費

B

B

　

57 ひとり親家
庭等の医療
費を助成し
ます

72,999

保険年金課
・母子家庭、父子家
庭とも対象になってい
る。
・ひとり親家庭の父、
母及び児童等に医療
費の自己負担額から
一部負担金を除いた
額を助成し、ひとり親
家庭等の保健の向上
と福祉の増進を図る
事を目的としている。

時　期 随時
対　象

76,680
・高齢者が住み慣れ
た地域の中で、健や
かに快適な暮らしが
できるように、介護す
る家族に、介護者の
精神的、経済的な負
担の軽減を図るた
め、在宅介護手当を
支給する。

27年度同様

38,957 27年度同様

母子又は父子家
庭、配偶者等に
よるＤＶ被害が
ある家庭、両親
が児童を監護で
きない養育家庭
及び児童を監護
する父母のいず
れかに重い障害
がある家庭

母子・父子家庭等から
の申請により受給資格
を審査し、受給者証を
交付する。
受給者は受診した医療
機関で医療費の一定額
を負担し、それ以上の
医療費を助成する。
該当者への勧奨案内や
広報誌により制度の周
知を図る。
■受給者数
・母子604人
・父子57人
・養育者11人
合計　672人
（男60人・女612人）

事業名 ひとり親医療費
助成の充実

在宅介護手当支
給事業

8月、11月、2
月、5月
要介護３以上の
認定を受けてい
る在宅の者

在宅で要介護３以上の
認定を受けている人を
介護する家族に、介護
者の精神的、経済的な
負担の軽減を図るた
め、在宅介護手当を支
給しました。
■対象人数　約680人

38,939

長寿福祉課56 在宅福祉
サービスを
充実します

事業名

時　期

対　象
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3 ともに暮らす 男女共同参画の環境づくり
2 生涯にわたる健康支援
1 男女の健康支援

事業費：単位　千円

D

A

A

A

基本目標
方　　針
施　　策

具体的事業
27年度実施状況 次年度計画

担当課
内容 事業費 評価ポイント 内容 事業費

58 リプロダク
ティブ・ヘ
ルス/ライ
ツについて
啓発します

0 広報のコラ
ムまたはリ
プロをテー
マにした講
座を開催す
る。

事業名 0 地域振興課

時　期
対　象
未実施

58 リプロダク
ティブ・ヘ
ルス/ライ
ツについて
啓発します

3,621 夫婦で参加
できるよう、
夫へのアプ
ローチを検
討。

事業名 助産師訪問や両
親学級において
家族計画指導を
実施

・性別の違いにより生
じる課題やニーズを
事業や計画に反映し
た。
・夫と妻の両方の意
見を聞くように配慮。
夫婦で子育ての意識
付けを心がけた。
・妻の意見・夫の意見
について把握をして
いる。

3,575 健康づくり課

時　期 通年
対　象 妊産婦とその夫
助産師が訪問や妊婦学
級・両親学級の場で、
安全な出産についての
指導や産後の家族計画
指導の一環として実
施。

59 ライフス
テージに応
じた健康相
談、健康診
査を充実し
ます

6,222 男女の健康
問題に関す
る比較を継
続実施す
る。
平日に受診
できない人
のため、引
き続き土日
も実施する。

事業名 19歳からの健診
実施 ・男女の意見を取り

入れ企画している。
・土日でも受診できる
よう配慮している。子
ども連れでも受診し
やすい配慮をしてい
る。
・検診データや生活
習慣について男女別
に集計している。

6,021 健康づくり課

時　期 5月～6月
対　象 19歳～39歳
健康への意識を高め、
健康の維持増進の機会
とするため、健康診査
を19歳から39歳の青年
層に対して実施してい
る。
■参加人数　865人
（男216人・女649人）

59 ライフス
テージに応
じた健康相
談、健康診
査を充実し
ます

2,200 ・児童・生徒
及び教職員
等の定期健
康診断及び
就学時健康
診断
・尿検査、
ぎょう虫検
査、血液（貧
血）検査
・歯科衛生
士による歯
周病予防指
導
・手洗い教
室の実施

事業名 各ライフステー
ジにおける健診
内容の充実

・全ての児童・生徒・
教職員を対象に計
画、立案している。
・健診時において男
女を分けて実施する
等配慮している。
・児童生徒について
男女別にデータを集
計し、性別の違いに
よる課題を把握する
よう努めている。
・歯周病予防指導、
手洗い教室を実施
し、健康について自
己管理ができるよう
努めている。

2,200 学校教育課

時　期 通年
対　象 児童・生徒・教

職員

・児童・生徒及び教職
員等の定期健康診断及
び就学時健康診断
・尿検査、ぎょう虫検
査、血液（貧血）検査
・歯科衛生士による歯
周病予防指導
・手洗い教室の実施
■参加人数
　約延10,000人
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3 ともに暮らす 男女共同参画の環境づくり
2 生涯にわたる健康支援
1 男女の健康支援

事業費：単位　千円

基本目標
方　　針
施　　策

具体的事業
27年度実施状況 次年度計画

担当課
内容 事業費 評価ポイント 内容 事業費

B

A

子育て支援課

時　期 春・秋の2回(保
育園)、
春1回(幼稚園)

対　象 園児
・保育園児を対象に、
春と秋の2回、医師によ
る内科健診および歯科
健診を実施。
・幼稚園児を対象に、
春に1回医師による内科
健診および歯科健診を
実施

5,071 27年度同様事業名 保育園・幼稚園
児の健康診断

男性を意識
した事業の
企画。

事業名 燕市健康増進計
画実践プロジェ
クトの活性化や
地区組織の活
用、各種イベン
トにおいてポ
ピュレーション
アプローチを実
施

60 男女ともに
いきいきと
生活が送れ
るように元
気増進対策
を増進しま
す

4,93359 ライフス
テージに応
じた健康相
談、健康診
査を充実し
ます

内科・歯科健診を実
施することにより、保
護者が安心して預け
られる環境を整備し
就労支援に繋げる。

時　期 通年
対　象 一般
健康増進計画実践プロ
ジェクト「元気磨きた
い」は27年度従来の
テーマ別プロジェクト
14に、登録プロジェク
ト13を加えスタート。
市民祭への参加、200ｍ
いちびへの出店の他、
各種検診会場で磨きた
いPRと元気の発信を実
施。また、燕歯科医師
会主催の歯科フェア
で、元気磨きたいや地
区組織メンバーによる
参加体験型ブースを開
設。さらに、元気まつ
りにおいては、26年度
から元気磨きたいの
他、地区組織が加わ
り、実行委員会方式で
企画運営。

・男女の意見を取り
入れ企画。
・男性の参加を促す
ため、男性が主に運
営するプロジェクトの
立ち上げとイベントを
開催。
・アンケートをとり男
女比を把握。

51 51 健康づくり課
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3 ともに暮らす 男女共同参画の環境づくり
2 生涯にわたる健康支援
1 男女の健康支援

事業費：単位　千円

基本目標
方　　針
施　　策

具体的事業
27年度実施状況 次年度計画

担当課
内容 事業費 評価ポイント 内容 事業費

A

A

61 食育を推進
します

1,048 プロジェクト
のメンバー
が話しやす
い環境を整
備していく。

事業名 燕市食育推進計
画の推進 ・庁内プロジェクトや

健康づくり推進委員
会で男女の意見を取
り入れている。
・男女共同参画の内
容が計画に含まれて
おり、性別に関係なく
誰もが参加できる機
会や男性のための教
室を開催。
・啓発普及や環境・産
業などかなり広範囲
のため、参加者や委
員の声から男女の意
見を把握。

932 健康づくり課

時　期 通年
対　象 一般
燕市食育推進計画を平
成24年3月に策定し、現
在実務者会議および食
育推進プロジェクト会
議を実施している。ま
た、6月の食育月間に合
わせて食育の取り組み
を実施しており、ホー
ムページ上やポスター
掲示の食育だよりを通
して食育の意味や大切
さ、健康に役立つ情報
等を発信している。26
年度から、農業まつり
やスーパー等で食生活
改善推進委員による食
育PR活動を実施してい
る。

61 食育を推進
します

0 ・燕市「食の
指導プラン
つばめ」に
従った食育
の推進
・「食育だよ
り」の発行に
よる児童生
徒、家庭、
地域への食
育の情報発
信

事業名 食育推進研究会
・男女の別なく、全て
の児童生徒が生涯に
わたって身に付けて
欲しいという内容で指
導している。
・食に関する習熟度
の確認は、性別でなく
年齢別で計画するた
め、男女共同の視点
で実施している。
・学校では男女の別
なく実施しているた
め、男女別でのデー
タ集計は行っていな
い。

0 学校教育課

時　期 通年
対　象 小学生、中学

生、保護者

・実態把握に基づく食
育の推進
・食育指導計画の整
備・改善の促進
・便り等による家庭・
地域への啓発
■参加人数　24人
（男2人・女22人）
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3 ともに暮らす 男女共同参画の環境づくり
2 生涯にわたる健康支援
1 男女の健康支援

事業費：単位　千円

基本目標
方　　針
施　　策

具体的事業
27年度実施状況 次年度計画

担当課
内容 事業費 評価ポイント 内容 事業費

A

A

61 食育を推進
します

15 幼児期の食
事の重要性
と親子で食
事を作る楽
しさを知って
もらう。男女
問わず参加
できるように
保護者とし
ている。

事業名 キッズ健康講座
・保護者会と保育園
が相談して来園しや
すい日を決めた。
・「保護者」とし「性差」
を示さなかった。
・保育園で、父母、祖
父母と男女別を把握
した。

15 子育て支援課

時　期 10月15日
対　象 藤の曲保育園

全園児及びその
保護者

・食育年間計画、保育
年間計画に基づいた食
育の推進や給食だよ
り、講演会による家
庭、地域への啓発を図
る。
・幼児期の食事につい
て保護者に講演。親子
でおにぎり作り体験。
保育園給食の試食。
■参加人数　約135人
（男38人・女97人）

62 心の健康づ
くりを推進
します

462 今後も性別
によるこころ
の健康の実
態を踏まえ、
企画してい
く。

事業名 自殺対策事業の
実施 ・男女の健康課題の

違いを反映させてい
る。
・こころの健康講座の
グループワークでは
男女一緒に実施。
・健診時のアンケート
では性別で集計、課
題を分析。

500 健康づくり課

時　期 通年
対　象 一般
健診時にアンケートを
実施し、実態把握及び
ハイリスク者への個別
支援を実施。相談とし
ては保健師によるここ
ろの相談会を各地区で
実施（参加者21人）、
随時来所、訪問、電話
相談を実施。こころの
健康づくりの啓発普及
として11月から2月にこ
ころの健康講座（4回
コース）
・9月の防災救急フェア
や胃がん検診・乳がん
検診等でパンフレット
の配布やのぼり旗掲
示、地域での健康教育
を実施。人材育成とし
てはゲートキーパー研
修会を開催（一般向け2
回、市職員向け1回、専
門職向け1回）。年１回
燕市自殺対策連絡検討
会を開催し、事業の評
価や今後について協議
している。
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3 ともに暮らす 男女共同参画の環境づくり
2 生涯にわたる健康支援
1 男女の健康支援

事業費：単位　千円

基本目標
方　　針
施　　策

具体的事業
27年度実施状況 次年度計画

担当課
内容 事業費 評価ポイント 内容 事業費

A

A

社会教育課

時　期 5月上旬～11月
上旬

対　象 市民（運動が苦
手な人、働き盛
りの中高年な
ど）

（前期10回、後期10
回）
・燕市体育センター
毎週木曜日PM7:30～
9:30
参加者数：前期18名、
後期20名
・スポーツランド燕
毎週火曜日PM7:30～
9:30
参加者数：前期16名、
後期12名
・吉田総合体育館
毎週水曜日PM7:30～
9:30
参加者数：前期10名、
後期9名
・分水総合体育館
毎週水曜日PM7:30～
9:30
参加者数：前期6名、
後期5名
■参加人数
前期 45人
（男 16人・女 29人）
後期 41人
（男 16人・女 25人）

63 スポーツを
通じた健康
づくりを推
進します

事業名 高齢者健康づく
りのつどい

10 27年度同様 30 社会教育課
・社会福祉協議会お
よび燕市老人クラブ
連合会と連携を図り
ながら女性・高齢者
の参加募集に努め
た。
・女性や高齢者が参
加しやすいよう手軽
に行うことが出来る運
動内容での事業開催
に努めた。
・高齢者健康づくりの
会の入会者情報をい
ただき、男女比等を
把握している。

時　期 6月29日
対　象 市内在住50歳以

上の方

・実技
モーニングストレッチ
体操、いきいきクラブ
体操、健康ウォーキン
グ
講師　斎藤友子　先生
・実技・講義
『いきいき運動』～自
宅でできる自重運動～
講師　千葉　篤　先生
■参加人数　約80人

63 スポーツを
通じた健康
づくりを推
進します

63 若い世代や
子育てから
離れた中高
年齢層が参
加しやすい
よう今後も
開催時間を
夜の時間帯
に設定し、
事業を進め
ていく。

事業名 健康づくり教室
・誰でも参加できる
ニュースポーツを取り
入れ、広報つばめな
どの募集に努めた。
・仕事や家事が終
わってからでも参加し
やすいように、開催時
間を午後7時30分か
らとした。
・出席簿を作成し、毎
回参加者から記入し
てもらい開催ごとの
参加状況を把握。

70
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3 ともに暮らす 男女共同参画の環境づくり
2 生涯にわたる健康支援
2 性差に応じた健康支援

事業費：単位　千円

A

A

基本目標
方　　針
施　　策

具体的事業
27年度実施状況 次年度計画

担当課
内容 事業費 評価ポイント 内容 事業費

64 女性特有の
疾病に対応
する検診機
会を充実し
ます

62,488 女性特有の
疾病に対す
る啓発として
受診勧奨に
努め、受診
しやすい体
制を整備し
ていく。
平日に受診
できない人
のため、引
き続き土日
も実施する。

事業名 乳がん・子宮が
ん検診の年齢・
回数の拡充及び
骨粗しょう症検
診の毎年実施

・女性の健康課題や
ニーズについて把握
し、企画に反映させて
いる
・女性職員が従事し
ている。土日でも受診
できるよう配慮してい
る
医療機関での個別検
診も実施している。
・検診データを集計・
分析している

64,105 健康づくり課

時　期 6月～1月
対　象 検診の対象年齢

に該当する女性

子宮がん検診を20歳か
ら毎年実施、乳がんの
視触診検診を30～39歳
にも実施、骨粗しょう
検診は節目年齢ではな
く毎年継続して受診で
きる。
■人数　12,540人

65 妊娠・出産
における健
康支援をし
ます

0 里帰り出産
など市外で
の出産もあ
るので、今
後も丁寧に
指導をして
いく。

事業名 母子手帳交付時
に妊婦一般健康
診査受診指導の
実施

・妊娠・出産について
の課題についての指
導も取り入れた健診
項目の設定。
・未婚の母や若年妊
娠については可能な
限りプライバシーに配
慮し、交付時に指導。
・妊婦健診の結果を
把握、指導に生かし
ている。

0 健康づくり課

時　期 通年
対　象 母子手帳交付申

請者
母子手帳交付時に、妊
婦一般健康診査（14
回）の助成について説
明をし、受診指導を実
施している。
平成27年度4月より「育
み相談コーナー」が設
置され、保健師が指導
に携わっていること
で、より本人の状況に
合わせて指導を実施し
ている。
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3 ともに暮らす 男女共同参画の環境づくり
2 生涯にわたる健康支援
2 性差に応じた健康支援

事業費：単位　千円

基本目標
方　　針
施　　策

具体的事業
27年度実施状況 次年度計画

担当課
内容 事業費 評価ポイント 内容 事業費

－ － － －

A 申請者への
プライバ
シーの保護
に努める

4,091 健康づくり課
・男女の意見を取り
入れている。
・プライバシーの保護
に努めている。
・治療の結果、妊娠で
きた人、出産した人を
確認している。

時　期 通年
対　象 県の補助制度利

用者
・新潟県不妊に悩む方
への特定支援事業を申
請し助成の承認を受け
た人に、平成25年4月1
日以降に新潟県知事が
指定した医療機関で行
う体外受精及び顕微授
精に要した費用につい
て、県の助成額を控除
した額の2分の1を補助
します。（1治療あたり
8万円を上限、1年度あ
たり2回を限度、最長10
回または通算5年間）
■31組　※12月末現在
・不妊治療啓発講演会
を実施。2月13日
■参加者　約300人

67 不妊に関す
る相談、支
援をします

事業名 特定不妊治療費
助成事業

1,705

66 子宮頸がん
ワクチンの
助成をしま
す

0事業名 子宮頸がんワク
チンの接種費用
補助および接種
勧奨

0 健康づくり課

時　期
対　象
平成25年4月1日、予防
接種法に基づく定期接
種に移行したため、ワ
クチンの接種費用助成
事業は終了した。
その後、子宮頸がんワ
クチン接種後の副反応
報告について厚生労働
省で協議した結果、
平成25年6月14日からは
積極的な接種勧奨を差
し控えることになっ
た。
接種を希望する人へは
定期接種として実施し
ている（自己負担無
し）。
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3 ともに暮らす 男女共同参画の環境づくり
2 生涯にわたる健康支援
2 性差に応じた健康支援

事業費：単位　千円

基本目標
方　　針
施　　策

具体的事業
27年度実施状況 次年度計画

担当課
内容 事業費 評価ポイント 内容 事業費

Ｂ

A

9 健康づくり課

時　期 2月13日
対　象 市民
妊娠出産の正しい知識
等を含めた不妊治療に
ついての普及啓発のた
めの講演会を実施。
■参加者　約300人

300 不妊治療の
啓発を継続
実施する。

事業名 不妊治療啓発事
業 ・不妊治療の普及啓

発のため妊娠出産の
正しい知識等も企画
に取り入れた。
・アンケートを実施し
男女別に集計した。

68 男性特有の
疾病に対す
る検診機会
を充実しま
す

4,933

67 不妊に関す
る相談、支
援をします

事業名 前立腺がん検診
の実施

5,058 健康づくり課

時　期 10月
対　象 50歳以上の男性

世帯調査票を配布し検
診希望を把握して、申
込者に受診票を送付し
ている。受診票送付後
や検診当日の申し込み
も可能にしている。血
液検査による前立腺特
異抗原検査を実施して
いる。
■人数　1,952人

・男性の健康課題や
ニーズについて把握
し、企画に反映させて
いる。
・会場設営を工夫し、
スムーズに受診でき
るよう配慮している。
・検診結果の把握を
している。

男性が健康
について考
える良い機
会と捉え、
今後も継続
実施する。

43



3 ともに暮らす 男女共同参画の環境づくり
3 女性に対するあらゆる暴力の根絶
1 暴力根絶に向けた意識啓発

事業費：単位　千円

A

B

基本目標
方　　針
施　　策

具体的事業
27年度実施状況 次年度計画

担当課
内容 事業費 評価ポイント 内容 事業費

69 ドメス
ティック・
バイオレン
ス防止を啓
発します

0 女性の問題
に対応した
相談窓口開
設につい
て、広報に
掲載し周知
に努める。

事業名 ドメスティッ
ク・バイオレン
ス防止啓発

・男性とは異なる女性
ならではの問題を相
談できる窓口設置の
周知をした。
・家庭児童相談員が
相談室において、相
談面接に応じるなど、
女性が相談しやすい
環境づくりに配慮し
た。
・個人別に相談記録
を管理している。

0 社会福祉課

時　期 通年
対　象 市民
ＤＶ相談窓口の開設を
毎月広報で周知

70 【再掲】セ
クシュア
ル・ハラス
メント防止
を啓発しま
す

0 27年度同様事業名 セクシュアル・
ハラスメント防
止のための啓発

・男女共同参画にお
ける啓発事業を実施
した。

0 商工振興課

時　期 随時
対　象 市内事業所
新潟労働局や県労政雇
用課より送付されてき
たポスターの掲示、
リーフレット等の各商
工団体の窓口への設置
や、広報掲載の依頼を
することによって、企
業への周知を図った。
また、市関係各所窓口
にも設置することで、
広く市民への周知に努
めた。
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3 ともに暮らす 男女共同参画の環境づくり
3 女性に対するあらゆる暴力の根絶
2 被害者の自立支援対策の推進

事業費：単位　千円

A

A

基本目標
方　　針
施　　策

具体的事業
27年度実施状況 次年度計画

担当課
内容 事業費 評価ポイント 内容 事業費

71 児童虐待な
ど家庭内に
おける暴力
の早期発
見、被害者
の保護に努
めます

16,397 要保護児童
対策地域協
議会代表者
会議・実務
者会議、個
別ケース検
討会議には
男女の参画
と関係機関
と連携しな
がら児童虐
待防止及び
要保護児童
の支援に努
める。

事業名 児童虐待防止の
推進 ・要保護児童の虐待

防止・支援に対し、性
別の違いにより生じ
る課題などを協議会
関係機関の代表者・
構成員にかかわらず
男女の意見を聞い
た。
・会議招集にあたり、
男女のバランス、プラ
イバシーの保護につ
いて留意した。
・参集者及び会議内
容の記録を作成し管
理を行った。

16,446 社会福祉課

時　期 通年
対　象 市民
要保護児童対策地域協
議会
・代表者会議
年1回開催(5月)
・実務者会議
年4回開催(7月、10月、
1月、2月)
・個別ｹｰｽ検討会議開催
(50回)
男女の構成員で成立。
関係機関と連携しなが
ら児童虐待防止及び要
保護児童の支援に努め
た。また、男女の視点
で意見交換・支援の方
向性の話し合いを行っ
た。

72 被害者の自
立を支援し
ます

1,872 女性の問題
に対応した
相談窓口を
設置し、有
資格者によ
る家庭児童
相談員を配
置するなど、
女性が相談
しやすい環
境を整え、
「市町村向
け女性相談
対応マニュ
アル」に従
い、関係機
関と連携を
取りながら
対応してい
く。

事業名 被害者の自立支
援と関係相談機
関との連携強化

・被害者に対し、男性
とは異なる女性なら
ではの問題を被害者
に配慮した相談窓口
について関係機関と
連携の上、周知をし
た。
・家庭児童相談員が
相談室において、相
談面接に応じるなど、
女性が相談しやすい
環境に配慮した。
・個々の相談記録を
把握管理している。

1,872 社会福祉課

時　期 通年
対　象 市民
通告などを通じて、随
時警察と連携協力をし
ている。
「市町村向け女性相談
対応マニュアル」に従
い、関係機関と連携を
取りながら被害者の自
立支援に努めた。
■人数 女9人
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3 ともに暮らす 男女共同参画の環境づくり
3 女性に対するあらゆる暴力の根絶
3 相談体制の充実

事業費：単位　千円

B

A

基本目標
方　　針
施　　策

具体的事業
27年度実施状況 次年度計画

担当課
内容 事業費 評価ポイント 内容 事業費

73 相談窓口を
設置し、関
係機関や関
係団体の相
談窓口を周
知します

0 27年度同様事業名 各種相談窓口の
開設と周知 ・「女性の人権ホット

ライン」強化週間
（11/16～11/22）を広
報つばめで周知し
た。

0 市民課

時　期 随時
対　象 市民
毎月定期的または随
時、市民等を対象に次
の相談を実施してい
る。また、広報つばめ
で相談の実施について
周知している。
・人権擁護委員及び行
政相談委員による相談
会
・くらしの無料相談
・その他関係機関と連
携したなかでの相談場
所の紹介

73 相談窓口を
設置し、関
係機関や関
係団体の相
談窓口を周
知します

131 27年度同様事業名 女性のための総
合相談窓口 ・女性が抱える問題

を相談できる窓口を
設置した。
・女性相談員を配置
し、女性が相談しや
すい環境を整えた。
・年代別の相談項目
などを把握している。

131 地域振興課

時　期 毎月第3火曜日
対　象 女性
NPO法人 女のスペー
ス・にいがたの相談員
を配置し、女性を対象
にした相談事業を実
施。広報紙やチラシな
どで周知している。
■相談件数　15件（4月
～1月）
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3 ともに暮らす 男女共同参画の環境づくり
3 女性に対するあらゆる暴力の根絶
3 相談体制の充実

事業費：単位　千円

基本目標
方　　針
施　　策

具体的事業
27年度実施状況 次年度計画

担当課
内容 事業費 評価ポイント 内容 事業費

A

B

73 相談窓口を
設置し、関
係機関や関
係団体の相
談窓口を周
知します

16,397 専門知識を
有する家庭
児童相談員
を配置し、女
性が相談し
やすい環境
を整え、ＤＶ
被害者及び
児童虐待相
談等に対
し、適切な
対応と関係
機関との連
絡調整によ
り支援に繋
げていく。

事業名 ＤＶ・児童虐待
等児童の福祉に
関する相談

・被害者に対し、男性
とは異なる女性なら
ではの問題を被害者
に配慮した相談窓口
について関係機関と
連携の上、周知・対
応をした。
・家庭児童相談員が
相談室において、相
談面接に応じるなど、
女性が相談しやすい
環境に配慮した。
・個々の相談記録を
把握管理している。

16,446 社会福祉課

時　期 通年
対　象 市民
市役所（社会福祉課）
内に家庭児童相談員に
よる相談窓口・児童虐
待等相談ダイヤルを設
置した。
・ＤＶについては、
「市町村向け女性相談
対応マニュアル」に従
い、関係機関と連携を
とりながら、被害者の
心情に配慮し対応し
た。
・児童虐待について
は、誰でも気軽に通
告・相談ができるよう
保育園・幼稚園・関係
機関へポスター・チラ
シを配布し啓発に努め
た。

74 【再掲】セ
クシュア
ル・ハラス
メントの相
談窓口を周
知します

0 27年度同様事業名 セクシュアル・
ハラスメントの
相談窓口の周知

・男女共同参画にお
ける啓発事業を実施
した。

0 商工振興課

時　期 随時
対　象 市内事業所
新潟労働局や県労政雇
用課より送付されてき
たポスターの掲示、
リーフレット等の各商
工団体の窓口への設置
や、広報掲載の依頼を
することによって、企
業への周知を図った。
また、市関係各所窓口
にも設置することで、
広く市民への周知に努
めた。
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計画の総合的な推進

1 推進体制の充実
事業費：単位　千円

B

A

施　　策

具体的事業
27年度実施状況 次年度計画

担当課
内容 事業費 評価ポイント 内容 事業費

75 男女共同参
画推進会議
を開催し、
男女共同参
画の施策を
総合的かつ
効果的に推
進します

0 ・29年度を
始期とする
「第3次燕市
男女共同参
画推進プラ
ン」の策定
のため開催
する。

事業名 男女共同参画推
進会議の開催 ・市民及び市職員意

識調査の調査項目の
確認を通して、男女
共同参画に対する意
識の向上が図られ
る。
・意識調査結果を報
告し、庁内で課題を
共有することで、市政
における男女共同参
画の推進が図られ
る。

0 地域振興課

時　期
対　象 推進会議委員
・「第3次燕市男女共同
参画推進プラン」の策
定に向けて、市民及び
市職員意識調査の調査
項目について確認を
行った。

76 男女共同参
画推進審議
会を開催
し、男女共
同参画の推
進に関する
意見や助言
をいたたき
きます

110 ・29年度を
始期とする
「第3次燕市
男女共同参
画推進プラ
ン」の策定
のため開催
する。
・プランの推
進状況報告
等のため開
催する。

事業名 男女共同参画推
進審議会の開催 ・委員は男性5人、女

性5人で構成し、男女
双方の意見を聞く機
会を設けている
・男女双方が意見を
述べることができるよ
う会議の運営に配慮
している。
・意見提言をいただく
ことで男女共同参画
を推進するための課
題を把握することが
できる。

220 地域振興課

時　期 9月・2月
対　象 審議会委員
・「第3次燕市男女共同
参画推進プラン」の策
定に向けて、市民意識
調査の調査項目につい
て検討・確認していた
だいた。
・プランの推進状況と
意識調査結果を報告
し、男女共同参画推進
について、委員から意
見や提言をいただく。
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計画の総合的な推進

2 市民、事業所、各種団体、関係機関との連携協力
事業費：単位　千円

B

B

施　　策

具体的事業
27年度実施状況 次年度計画

担当課
内容 事業費 評価ポイント 内容 事業費

77 市民、事業
所、各種団
体との連携
や協力、情
報交換など
を行います

700 実行委員会
でテーマを
決めて、従
来の内容の
見直しも含
め企画運営
を検討す
る。

事業名 つばめ「女と
男」ふれ愛フェ
スタ

・実行委員会では男
女が委員になり、フェ
スタの企画運営を
行った。
・実行委員への意識
啓発につながる。

300 地域振興課

時　期 10月18日
対　象 市民
市民参加の実行委員会
と燕・弥彦PTA連絡協議
会と共催でふれ愛フェ
スタを開催。

78 国や県等関
係機関、他
市町村との
連携や協
力、情報交
換など行い
ます

80 27年度同様事業名 (公財)新潟県女
性財団との連
携・協力

・財団と協力すること
により男女共同参画
の視点で事業を企画
できる。
・財団主催のセミナー
等に職員が参加する
ことにより職員への
啓発につながる。

100 地域振興課

時　期 通年
対　象 市民・職員
・(公財)新潟県女性財
団と共催で地域セミ
ナーを開催。
・財団が主催するセミ
ナーや研修に、受講を
希望する職員の参加。
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計画の総合的な推進

3 市役所内における男女共同参画の推進
事業費：単位　千円

B

A

施　　策

具体的事業
27年度実施状況

0

次年度計画

79 女性職員の
登用を推進
します

担当課
内容 事業費 評価ポイント 内容 事業費

職員の人事
異動にあっ
ては、経験
や能力を見
極め、できる
範囲におい
て、女性職
員を活かせ
る人員配置
に努める

0 総務課
・人事異動の際に自
己申告書を提出して
もらった。
・女性職員の配置が
少なかった部署（分
野）へ、計画的に女
性を配置した。

事業名 男女共同参画職
場の推進

時　期 随時
対　象 職員
職員の人事異動にあっ
ては、経験や能力を見
極め、できる範囲にお
いて、女性職員を活か
せる人員配置に努め
る。

79 女性職員の
登用を推進
します

720 職員の昇任
については
男女の差別
はせず、能
力に応じ行
う。
職員研修に
ついては、
女性職員の
参加機会を
引き続き確
保すること
で、意識改
革を図る。

事業名 ポジティブ・ア
クション導入の
検討

・女性職員向けの研
修を充実させた。
・管理職・監督職への
女性の登用を積極的
に行った。
・女性職員の配置が
少なかった部署（分
野）へ、計画的に女
性を配置した。

970 総務課

時　期 随時
対　象 職員
職員の昇任については
男女の差別はせず、能
力に応じ行う。
職員研修については、
女性職員の積極的登用
を進めていくため、女
性職員の意識改革とス
キルアップを図る研修
（講演会、女子会トー
ク、スキルアップ講
座）を新規実施した。
また、研修参加者につ
いては、原則手上げ方
式とした。
■参加人数　170人
（男　55人・女115人）

50



計画の総合的な推進

3 市役所内における男女共同参画の推進
事業費：単位　千円

施　　策

具体的事業
27年度実施状況 次年度計画

担当課
内容 事業費 評価ポイント 内容 事業費

A

A80 職員を対象
にした男女
共同参画に
ついての研
修を実施し
ます

37 外部講師を
招き、「第３
次燕市男女
共同参画推
進プラン」の
策定に向け
た研修会を
実施する。

事業名 職員研修会の開
催 ・庁内推進員の他

に、副参事・係長を研
修の受講対象とし
た。
・男女共同参画社会
の行政課題と推進プ
ランの進捗管理につ
いて研修を実施した。
・アンケートを実施
し、男女共同参画に
ついての理解度を把
握した。

57 地域振興課

時　期 7月16日
対　象 男女共同参画庁

内推進員、副参
事・係長

「第３次燕市男女共同
参画推進プラン」の策
定に向けて、男女共同
参画の基礎について、
外部講師を招き研修会
を開催した。
■参加人数　25人
（庁内推進員10人、副
参事・係長15人）

2月22日
対　象 30歳代～40歳代

の課長補佐・副
参事・係長・主
査の女性職員

・外部講師を招き、以
下の女性職員向け研修
を実施した（いずれも
民間企業等との合同）
①「女性が輝く研修交
流事業」講演会
■参加職員　29人
②女子会トーク（ロー
ルモデルを囲んでの座
談会）
■参加職員　9人
③女性スキルアップ講
座
■参加職員　28人
④異業種交流研修
■参加職員　9人

79 女性職員の
登用を推進
します

27 基本的には
H27年度の
取り組みを
継続実施
し、年間を通
じて意識啓
発を図って
行くが、男性
職員も一緒
に研修を受
けることで、
組織の意識
改革につな
げていく方
法も検討す
る。

150 総務課
・女性が職場で個性
や能力を発揮して充
実感を味わうことによ
り働き続ける意欲が
高まるよう企画した。
・女性リーダーモデル
となる講師等を招き、
実際に活躍する女性
の視点を取り入れた
研修会とした。
・地元企業へのヒアリ
ングや女性向け研修
の実施後アンケート
を参考にニーズを把
握した。

事業名 女性職員を対象
とした研修会の
充実

時　期
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計画の総合的な推進

3 市役所内における男女共同参画の推進
事業費：単位　千円

施　　策

具体的事業
27年度実施状況 次年度計画

担当課
内容 事業費 評価ポイント 内容 事業費

B

B

81 セクシュア
ル・ハラス
メント、パ
ワー・ハラ
スメントの
防止と相談
体制の充実
に努めます

157 外部講師を
招き、ハラス
メント防止の
ための研修
会を継続的
に実施して
いく。

事業名 セクハラ・パワ
ハラの防止研修
会の開催と相談
窓口の周知

・研修会について、受
講対象者に女性職員
を半数程度入れた。
・研修会については、
講師を女性にするこ
とにより、女性の視点
を取り入れた研修会
とした。

193 総務課

時　期 11月10日
対　象 主査～副参事級

の監督職

外部講師を招き、午前1
回・午後1回の計2回研
修を実施し、54人の監
督職が受講した。（54
人のほかに、燕・弥彦
総合事務組合の職員5人
が受講した。）
セクハラ・パワハラの
相談窓口及び職員への
周知は、4月及び10月に
実施した。
■参加人数　54人
（男26人・女28人）

82 仕事と生活
の調和
（ワーク・
ライフ・バ
ランス）の
実現に努め
ます

0 毎週木曜日
を「ノー残業
デー」とし、
当日の庁内
放送や残業
パトロール
を通じて、職
員へ周知を
図る。

事業名 ノー残業デーの
徹底 ・男女を問わずワー

ク・ライフ・バランスの
実現のため残業の縮
減を目的としている。

時　期 毎週木曜日
対　象 職員

0 総務課

毎週木曜日を「ノー残
業デー」とし、終業時
に庁内放送を通じて職
員へ周知を図ってい
る。また、残務整理等
で庁舎に残っている職
員へ退庁を呼びかける
「残業パトロール」を
新たに実施。（1月下旬
～）
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計画の総合的な推進

3 市役所内における男女共同参画の推進
事業費：単位　千円

施　　策

具体的事業
27年度実施状況 次年度計画

担当課
内容 事業費 評価ポイント 内容 事業費

B83 男性職員の
育児・介護
休暇、看護
休暇の取得
を推進しま
す

0 男性職員の
育児・介護
休暇、看護
休暇取得の
ため、情報
提供を継続
的に行い、
休暇制度に
ついての職
員の理解を
深めてもらう
とともに、休
暇を取得し
やすい職場
の雰囲気づ
くりを図る。

事業名 男性職員の育
児・介護休暇、
看護休暇取得の
推進

男性職員で部分休業
を取得した者がいる
ため、体験記としてま
とめて情報提供して
いく。

0 総務課

時　期 随時
対　象 職員
・育児休業、部分休業
取得者
12月末現在　21人
（男性1人、女性20人）
・介護休暇取得者
12月末現在　延べ19人
（男性18人、女性1人)
・看護休暇取得者
12月末現在　延べ18人
（男性2人、女性16人）
●男性職員の育児休
業・育児に関する休暇
制度について職員に理
解を深めてもらうた
め、実際に休暇を取得
した人の体験記と、休
業・休暇制度について
庁内LANで情報提供し
た。
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計画の総合的な推進

4 計画の推進状況の調査と公表
事業費：単位　千円

B

施　　策

具体的事業
27年度実施状況 次年度計画

担当課
内容 事業費 評価ポイント 内容 事業費

84 計画の推進
状況を把握
するため、
関係課への
調査を実施
し、その主
な結果を市
民に公表し
ます

0 27年度同様事業名 推進状況の調査
と公表 ・調査により実施状況

を振り返り、翌年に向
けて課題等を考える
ことによって職員への
啓発になる。
・公表することにより
市民への啓発につな
がる。

0 地域振興課

時　期 3月
対　象 職員・市民
平成27年度の推進状況
について1月に調査を行
い、後日ホームページ
で公開する。
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